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事 務 連 絡 

令和６年７月17日 

 

各          在宅医療・介護連携担当課 御中 
 

厚生労働省老健局老人保健課 

 

令和６年度在宅医療・介護連携推進支援事業における 

都道府県・市町村連携支援の実施について 

 

介護保険行政の推進につきましては、平素より御協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

標記事業では、令和３年度より、在宅医療・介護連携推進事業に係る有識者を市町村に派遣し、助

言・指導を行うことで、各市町村の実情に応じた効果的な取り組みとなるよう支援を実施してきたと

ころです。 

今年度も、在宅医療・介護連携推進事業の更なる推進を目的とし、都道府県・市町村連携支援を実

施することとしました。 

つきましては、下記のとおり、連携支援を希望する市町村を募集しますので、各都道府県には本事

業の趣旨に御理解を賜りますとともに、貴管内市町村への周知及び連携支援への参加等に御協力いた

だきますようお願いします。 

なお、連携支援に係る有識者、厚生労働省職員等の派遣に伴う旅費及び謝金については、都道府県

及び市町村の御負担は生じないことを申し添えます。 

 

記 

 

１． 事業内容 

在宅医療・介護連携推進事業の更なる推進においては、実施主体である市町村による取組に加え、

都道府県による広域的な体制整備や人材育成等の支援・連携等も重要です。 

当該支援においては、在宅医療・介護の連携において特に重要となる「４つの場面（日常の療養支

援、入退院支援、急変時の対応、看取り）」等に着目し、市町村が都道府県と連携し、より効果的・効

率的な事業推進に向けた取組が可能となることを目的としています。 

本事業では、在宅医療・介護連携推進事業の実施に課題を有しており、支援を必要としている市町

村に対し、都道府県、地域の関係団体及び関係者等を含めた継続的な支援を実施します。 

 

 

２． 支援対象 

① 在宅医療・介護連携推進事業に係る課題を有しており、連携支援を希望する市町村 

※ 当該事業は都道府県との連携支援になりますので、応募に際して管轄都道府県に事前承諾を

得ていただくようお願いします。 

※ 本年度は４市町村を対象に募集します。なお、同一の都道府県内における複数市町村による

共同応募も可とします。（その場合、「１市町村」として計上します。） 

 ② 在宅医療・介護連携推進事業の市町村支援に係る課題を有しており、連携支援を希望する都道

府県 

※ 当該事業は市町村との連携支援になりますので、応募に際して介入対象として想定する管轄

市町村に事前承諾を得ていただくようお願いします。 

 

 

都道府県 

市区町村  
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３． 申込方法及び選定方法 

別添１「在宅医療・介護連携の推進に向けた都道府県・市町村連携個別支援事業【モデル地域 

募集のご案内】」を御一読いただき、本事業における都道府県・市町村連携支援について御理解い

ただいた上で、別添２「令和６年度 在宅医療・介護連携推進支援事業都道府県・市町村連携支援

＜エントリーシート＞」を作成し、お申し込みください。 

 

（１）申込期限 

令和６年８月23日（金）17時 

 

（２）申込方法 

別添２「令和６年度 在宅医療・介護連携推進支援事業都道府県・市町村連携支援＜エントリー

シート＞」に必要事項を記載の上、以下の宛先にメールにて送付ください。 

 

送付先：2024zaitaku@jmar.co.jp 

   ※ 申込みの際に御入力いただく項目は、以下のとおりです。 

・市町村情報 

    ・都道府県情報 

    ・地域課題 

   ※ 件名は、【○○県○○市】都道府県・市町村連携支援 としてください。 

（複数市町村による共同申込の場合は代表市町村名を記載） 

  

（３）選定方法 

各市町村の申込内容、厚生労働省で把握している基礎情報等を総合的に勘案し、対象市町村を選

定します。 

その後、事務局より申し込み頂きました市町村及び都道府県（（２）にて御登録いただいた連絡

先）に結果を御連絡します。 

 

 

４． 市町村申し込み場合の都道府県への依頼事項等 

（１）都道府県・市町村連携支援への参画 

管内市町村への連携支援を実施する場合は、御参画いただきますようお願いします。 

※ 都道府県には、運営支援や市町村への助言、管内の有識者の紹介、情報共有等の御協力を

想定しています。 

  また、管内市町村に対する本事業の積極的な周知をお願いします。 

 

（２）都道府県及び市町村の費用負担 

連携支援に係る有識者、厚生労働省職員等の派遣に伴う旅費及び謝金等については負担いただく

必要はありませんが、支援の際の会場借料・会議費・消耗品費・当日参加する自治体職員及び地域

関係者の旅費等については、それぞれ負担いただきますようお願いします。 

 

 

５． 都道府県申し込み場合の市町村への依頼事項等 

（１）都道府県・市町村連携支援への参画 

都道府県への連携支援を実施する場合は、都道府県から介入対象とされた市町村は御参画いただ

きますようお願いします。 

※ 市町村には、課題の抽出から対応策の検討、情報共有等の御協力を想定しています。 
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（２）都道府県及び市町村の費用負担 

連携支援に係る有識者、厚生労働省職員等の派遣に伴う旅費及び謝金等については負担いただく

必要はありませんが、支援の際の会場借料・会議費・消耗品費・当日参加する自治体職員及び地域

関係者の旅費等については、それぞれ負担いただきますようお願いします。 

 

 

６．今後のスケジュール 

 具体的な日程等は、事務局と調整の上、確定しますが、現時点のスケジュールは以下のとおりです。

また、連携支援期間を通じ、事務局にて適宜相談・助言を行います。 

 なお、各日程において地域の関係団体及び関係者等に御参画いただくことも可能です。 

日程 概要 詳細 

令和６年９月 
（２時間程度） 

キックオフミーティング 
（オンライン開催） 

･ 医介連携事業を効果的に展開するため
の課題と対応策（レクチャー） 
･ 事務局より事業概要等の説明 
･ アドバイザーとの意見交換 
（現状把握と課題抽出、方向性の確認   
  等、実施計画案の策定） 
･ その他意見交換等 

令和６年10月 
（２時間程度） 

支援① 
（支援前にはオンラインで事前
打ち合わせを開催） 

･ 実施計画書の検討 

･ 課題設定、課題の具体化の検討 
･ その他意見交換等 

令和６年 10月～令和７年
１月（２時間程度） 

支援② 
（支援前にはオンラインで事前
打ち合わせを開催） 

･ 現状や課題の整理 
･ 効果的な対応策の検討 

令和７年１月～令和７年
２月（２時間程度） 

支援③ 
（支援前にはオンラインで事前
打ち合わせを開催） 

･ 効果的な対策の検討 
･ 次年度以降のﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ作成 

令和７年３月 
合同報告会 
（対面またはオンライン開催） 

･ 最終報告 
･ 各自治体のモデル事業結果の情報共有 
･ 課題整理及び次年度以降の事業継続に
向けた検討等 

 

 

７．問合せ先 

 【担当】 

株式会社日本能率協会総合研究所 福祉・医療・労働政策研究部 

東京都港区芝公園3-1-22 日本能率協会ビル 

 担当：政岡（まさおか）、永井 

  E-mail：2024zaitaku@jmar.co.jp   

Tel：0120-003-185(平日 10:00-17:00)   

Fax：03-3432-1837 

 


